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《特集》ヨーロッパにおける移民第二世代の学校適応 
――教育人類学的アプローチ―― 
 
山 本 須 美 子* 
 
School Adaptations of Second Generation Migrants in Europe: 
From the Viewpoint of Educational Anthropology 
 
YAMAMOTO Sumiko* 
 
本特集は，2015 年 11 月 7 日に開催された白山人類学研究会・第 8 回研究フォーラム「ヨー
ロッパにおける移民第二世代の学校適応――教育人類学的アプローチ」における報告がもとに
なっている1)。 
昨年（2015 年）11 月のパリ同時多発テロ，そして 2016 年３月のブリュッセル同時多発テ
ロは EU（欧州連合）統合を揺さぶり，ヨーロッパの国内政治だけではなく，国際関係をも変
えつつある。特に，犯人の多くがフランスやベルギーで生まれ育った移民第二世代の若者であ
り，彼らが引き起こしたグローンナップ・テロであったことは社会に衝撃を与え，EU の移民・
難民問題の深刻さを改めて突きつけた。顧みれば，まだ記憶に新しい昨年 1 月のパリでの預言
者ムハンマドの風刺画を掲載した出版社襲撃，2011 年のノルウェー連続テロ事件，2005 年 7
月のロンドン地下鉄同時テロ等も移民第二世代の引き起こしたものであった。 
 第二次世界大戦後，ヨーロッパ諸国には産業復興のための安価な労働力として主に旧植民地
から大量の移民が流入したが，多くの移民が定住し，移住国で生まれ育った第二世代がテロ事
件を引き起こしたことは，移民第二世代の社会統合の遅れを象徴するものであり，特にイスラ
ム系第二世代が問題視されている。そして，その根底には，主流社会の学校からの中退や低学
力といった学校不適応に関わる問題があることが指摘され，文化的背景の異なる子どもたちを
学校に抱えることによる教育問題は，EU の最重要課題である移民・難民問題の中でも各国に
とって喫緊の課題となっている。 
他方で，様々な分野で社会的上昇を果たしている移民第二世代も出現している。特に中国系
や東南アジア系，インド系第二世代は多数派の子どもよりも高い学業成績を上げ，またトルコ
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1) 本フォーラム及び本特集は，科学研究費補助金基盤研究(B)（2012～2015 年度）「EU における移民第
二世代の学校適応に関する教育人類学的研究」（代表：山本須美子）の最終報告の一部である。 
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系やモロッコ系等問題とされているイスラム系第二世代の中にも学校に適応し，社会的上昇を
遂げ都市のミドルクラスに参入する者も現れている。ヨーロッパの移民第一世代は，アメリカ
の新移民第一世代よりも経済的背景が多様ではなく，教育程度が低い貧しい田舎出身者が多い
［Crul , Schneider and Lelie eds. 2013: 19］。第二世代の社会統合のあり方は「分節化した同
化（Segmented Assimilation）」2)として捉えられず，特にモロッコ系やトルコ系集団内での二
極化が進み，「スーパー・ダイバーシティ」というのがふさわしいと指摘されている［Crul, 
Schneider and Lelie eds. 2013: 29］。こうした状況において，ヨーロッパ各国における移民第
二世代の学校適応がどのような実態であり，その背後にはどのような要因があるのかを解明す
ることは，教育現場での学力格差解消と同時に，移民の社会統合とその子どもに対する教育の
あり方を考える上で必要不可欠な課題となっている。 
本特集の目的は，ヨーロッパ諸国における移民第二世代の学校適応をめぐる実態とその背後
にある要因を，教育人類学的アプローチから明らかにすることである。教育人類学とは教育現
象を文化人類学的視角から検討するが，筆者が代表者である科学研究費補助金基盤研究(B)
（2012～2015 年度）「EU における移民第二世代の学校適応に関する教育人類学的研究」では
イギリス，フランス，ドイツ，オランダとベルギーの 5 カ国を，本特集ではその内ベルギーを
除いた 4 カ国を取り上げて，各国における移民第二世代の学校適応をめぐる実態とその要因を
文化人類学的調査に基づいて，当事者のアイデンティティ形成過程，及び親やコミュニティを
含む多角的視点から論じている。なお，ここで「学校適応」とは，学校で比較的高い成績を上
げ，問題が顕在化することなく学校を卒業すること，「学校不適応」とは，成績不振や留年，欠
席や退学等の問題を抱えることと定義する。 
1990 年代になって移民第二世代の社会統合に関わる問題が政治問題化したヨーロッパでは，
それに関する研究が本格的に始まったのはアメリカよりも遅い。ヨーロッパにおける研究の特
徴は，国内の移民集団間の比較研究が盛んなアメリカと違って，国際比較によって国家間の制
度の違いが移民第二世代の社会統合に影響を与えることを明らかにした点である。初期の代表
的な研究は，1998 年から 2000 年に実施された「ヨーロッパの移民第二世代への国家統合政策
の有用性に関する国際比較研究（EFFNATIS プロジェクト : Effectiveness of National 
Integration Strategies towards Second Generation Migrant Youth in Comparative 
European Perspective）」3)である。2003 年には EFFNATIS プロジェクトを引き継いで，「ヨ
                                                          
2) A. ポルテスと R. ルンバルト［Portes and Rumbaut 2001, Portes and Rumbaut eds. 2001］は，アメ
リカへ 1965 年移民法改正以降に流入した新移民の 13 歳から 14 歳の子どもたち 5,000 名以上を対象と
した大規模な経時的調査を実施し，新移民第二世代は「分節化された同化（Segmented Assimilation）」
を辿るという理論的枠組みに沿って，同化を大きく 3 つのパターンに分けた。 
3) ヨーロッパ 8 ヶ国（イギリス，オランダ，スイス，スウェーデン，スペイン，ドイツ，フィンランド，
フランス）の移民第二世代の若者を対象とした国家統合政策と戦略の有効性に関する研究プロジェクト
である。（http://www.efms.uni-bamberg.de/prineffe.htm 2015 年 6 月 15 日最終閲覧） 
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ーロッパにおける移民第二世代の社会統合に関する国際比較研究（TIES プロジェクト：The 
Integration of the European Second Generation）」4)が開始された。TIES プロジェクトでは
ヨーロッパ 8 カ国（オーストリア，オランダ，スイス，スウェーデン，スペイン，ドイツ，フ
ランス，ベルギー）の 15 都市におけるモロッコ系，トルコ系と旧ユーゴスラビア系第二世代
を対象に，特にトルコ系第二世代に焦点を当て，その社会統合5)のあり方を，教育達成や労働市
場での地位，結婚，アイデンティティ，ムスリム意識から捉え，国家間・都市間比較をしてい
る。比較の理論的枠組みとして，「統合コンテキスト比較理論：Comparative integration 
context theory」が提示されている［Crul and Schneider 2010］。統合コンテキストとは，教
育，労働市場，住居，宗教と法律分野における統合に関わる制度や政策を示し，そうしたコン
テキストの違いが移民第二世代の社会統合に及ぼす影響を比較するという枠組みである［Crul 
and Schneider 2010］。そして，8 カ国のトルコ系第二世代の教育達成に関する調査結果として，
すべての国で多数派の子どもよりもトルコ系第二世代の方が高等教育を受ける率が低いが，2
分の 1 から 3 分の 2 のトルコ系第二世代は，親よりも社会的上昇を遂げて，下層から中流階級
の安定した職に就いていたことが明らかにされた6)。結論として，義務教育開始年齢を早め，進
路選択をする年齢を遅らせることが必要であるが，労働市場の制度的違いなどの他のコンテキ
ストとの結びつきによって，第二世代の社会統合に与える影響の大きさは異なってくると指摘
された［Crul, Schneider and Lelie (eds.) 2013］。 
さらに，EFFNATIS プロジェクトと TIES プロジェクトを率いてきたクルールとシュナイダ
ーは，TIES プロジェクトを引き継いで，2013 年にヨーロッパの移民第二世代の社会統合に関
する国際比較研究として初めての質的調査に基づく ELITES プロジェクト7)を開始した。ドイ
ツ，オランダ，フランスとスウェーデンのトルコ系第二世代の成功者約 200 人と非移民で低階
層出身の成功者のライフヒストリーの経路を収集し，成功要因を分析した［ex. Slootman 2014, 
Konyali 2014］。 
以上のような先行研究を踏まえて，本特集の特徴として 2 点を指摘したい。 
まず第一は，教育人類学的アプローチを取っていることである。ここでの教育人類学的アプ
                                                          
4) （http://www.tiesproject.eu/content/view/41/45/lang,en/  2015 年 6 月 15 日最終閲覧） 
5) 「社会統合」については，経済的，法的，政治的，そして社会文化的統合という 4 次元があり相互に関
連していることは多くの研究で言及されてきた［Algan et al. 2012: 21］。第一の経済的統合には，教育
達成や労働市場での地位が，第二の法的統合には市民権，移民としての地位と滞在条件が，第三の政治
的統合には政治団体への参加や投票行動などが関連している。そして，第四の社会文化的統合には，友
人関係や配偶者の選択，慣習，信条，宗教，言語と文化的アイデンティティが関連している［Algan et 
al. 2012］。TIES プロジェクトは４次元において社会統合のあり方を検討している。 
6) ドイツでは低学歴の親をもつトルコ系第二世代の 3 分の 1 が社会の底辺に留まっていた。 
7) ヨーロッパの大都市における移民や労働者階級の親を持ちながら，社会的成功を遂げた若者を対象に成
功への経路とその及ぼす影響をインタビューによって明らかにするプロジェクトである。
（https://www.elitesproject.eu/  2015 年 6 月 15 日最終閲覧） 
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ローチとは，当事者である移民第二世代のアイデンティティ形成過程や，親やエスニック・コ
ミュニティ，地域コミュニティ，アソシエーションを含む視点から文化人類学的調査を実施し，
それに基づいた分析を行っていることである。第二世代の学校適応に関する問題は，学校現場
だけでは捉えられず，それを取り巻く親やエスニック・コミュニティ，地域コミュニティが大
きな影響を与えていることを考慮に入れることは必要不可欠である。しかし，これまでの先行
研究では，当事者のみを調査対象にしており，親やコミュニティに関わる調査があまり実施さ
れてこなかった。 
本特集の執筆者は，ヨーロッパのエスニック・コミュニティの文化人類学的調査に長年携わ
ってきた文化人類学者を中心としている。各自がインフォーマントとの間で長年築いたラポー
ルを基盤にして文化人類学的調査を実施し，先行研究では明らかにされてこなかった宗教団体
やエスニック・アソシエーション，地域コミュニティの学校適応をめぐる動き，あるいは親や
家庭の教育への態度を明らかにしている。それは，これまでの大規模調査では抜け落ちていた
点を補うだけではなく，移民第二世代の学校適応をめぐる新たな局面を明らかにし，その学問
的意義は大きいと考える。 
第二の特徴は，トルコ系やモロッコ系などの学校適応や社会統合に問題があるとされてきた
エスニック集団だけではなく，フランスのポルトガル系やオランダの中国系第二世代という学
校適応に成功し問題がないと捉えられ，ほとんど研究の対象となることがなかった集団を取り
上げていることである。アメリカでは，モデル・マイノリティとして捉えられてきたアジア系
移民を対象に，その成功の理由に関して研究が実施されてきたが，ヨーロッパではほとんど研
究されていない。 
このような特徴をもつ本特集は 6 本の論考で構成されている。フィールドワークを実施した
国は，オランダ 1 本，イギリス 1 本，ドイツ 1 本，フランス 3 本となっている。 
まず，山本論文は，オランダにおける中国系第二世代の学校適応の要因に関する論考である。
オランダに 2000年に設立された同姓団体である文氏宗親会による学業達成賞の受賞者 10名を
対象にした 2015 年 2 月に実施したインタビューに基づいて，当事者や親の学業達成をめぐる
捉え方や文氏宗親会の生み出す社会関係資本を析出している。中国系の子どもの学校適応や社
会的上昇に関する先行研究では，特に親の階層的地位や学歴が低く中産階級的文化資本を持た
ない中国系アメリカ人の事例に基づいて，中国系コミュニティの生み出す社会関係資本が学校
適応に重要な役割を果たしていることが指摘されてきた［ex. Zhou 2005］。しかし，オランダ
の文氏宗親会の学業達成賞受賞者の場合，親は文氏宗親会を中心とした人間関係を形成せず，
学業達成賞受賞は親の面子や誇りにはほとんど結びついておらず，80 代の親以外，当事者にも
親にも受賞は重要なことではなく，学業達成につながる社会関係資本は析出されなかった。山
本は，インタビュー結果から，親が子どもの自立のための手段として学校教育を重視してはい
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るが，子どもにプレッシャーをかけず，手助けすることなく長時間重労働に追われるという生
活を送る中で，親に頼らず生きていこうとする自立心や責任感，そしてある種の勤勉さが子ど
もに養われたことが学校適応の要因となっていることを示唆している。 
 次の安達論文は，イースト・ロンドンのタワー・ハムレット地区におけるインタビュー・デ
ータに基づきながら，イギリスの女性ムスリム（主に若者，第二・三世代）の教育に対する態
度について明らかにしている。タワ ・ーハムレット地区は，バングラデシュ系移民が多数住み，
イースト・ロンドン・モスクを中心としてイスラーム・コミュニティが根づいている地域であ
る。安達論文のインフォーマントは，イスラームへの強いコミットメントを有する一方で，高
等教育へのアクセスの重要性を説いている。その理由は多様である。たとえば，教育を「資格」
としてとらえ，労働市場に参加するための要件として位置づけていること。教育や労働を通じ
て，自身の「（経済的・社会的）自律性」を保ちたいと考えていることが挙げられる。教育の重
要性はまた，イスラームの価値とも結びつけられている。彼女たちは，「知識（ilm）」の重要
性を説くイスラームの伝統や，初期のイスラーム共同体において活躍した女性に言及しながら，
女性の教育や社会参加を正当化している。また，子どもの教育というムスリム女性に課せられ
た役割の点からも，女性が教育を受け，知識を得ることの重要性について論じている。以上か
ら，安達は，タワー・ハムレットのムスリム女性は，教育への高いアスピレーションを持ち，
信仰を利用しながら，イギリスの教育システムへの適応を実現していると結論している。 
石川論文では，トルコの思想家フェトフッラー・ギュレンを中核として展開される社会運動
である「ヒズメット運動」とヨーロッパにおけるムスリム移民の教育との関係について，ドイ
ツにおけるフィールドワークをもとに考察している。ギュレンの思想は，近代の科学的知識と
イスラームの融合を目指すものであり，現代社会においてムスリムが上手く生きる手段として
教育を重視する。ここでいう教育とは，イスラーム教育でなく近代的な教育である。そうした
考え方に基づき，ドイツにおいても移民の子供たちの学校での学習をサポートする学習補助の
活動を展開している。石川は，そうした活動を検証することで，イスラームの「文化」が必ず
しも移民の社会的統合の阻害要因であるわけではないことを明らかにしようとしている。そこ
には，宗教的態度と教育レベルとの結びつきに関するこれまでの理解が問題の一面しか捉えて
いないのではないかという問題意識がある。 
フランスのヨーロッパ系移民で最大人口であるにもかかわらず，フランス社会において問題
が少なく，また日本での先行研究も少ないポルトガル系移民を，鈴木論文では取りあげている。
ポルトガル系移民の学歴は低く「ディプロームなし」層が多いが，比較的学校に適応できてお
り，就職もし，子ども世代が親世代よりも社会的な地位が上昇している。鈴木は，その理由は
何かを明らかにするため，先行研究をレヴューし，ポルトガル系移民のフランス語力や学校適
応，就業状況，世代間の価値観の違いを検討している。さらに社会的上昇モデルとして，ポル
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トガル系政治家 4 名を取り上げて，インタビュー調査を実施している。貧困から逃れて働きに
きた移民，とくに父親はいずれ帰国する計画を抱いているため，子どもには早く働いてほしい
と願い，フランスの学歴にあまり価値を見出していない。母親は家政婦やアパルトマン管理人
としてフランス人家庭に入ったことによって，学歴取得の重要性を知り，フランスで就学する
子どもにはフランス人のように学校に適応しバカロレアをとるよう背中を押している。そうし
た父母の考え方を受けて，子どもは実用的なディプロームを取る傾向があることが，「ディプロ
ームなし」層が多いのに，問題のない集団として社会に統合されていると捉えられている理由
であることを示している。 
植村論文では，フランスで戦後の移民として多くの定住者を生み出してきたアルジェリア系
第二世代の学校経験を検討している。教育の民主化を目指すフランスでは，移民の子どもたち
の学校適応と学業達成は，個々人の課題であるだけでなく社会的課題となってきた。教育格差
の要因は，民族的・文化的要素ではなく，社会経済的環境にあるとされ，優先教育地区（ZEP：
Zone d'Education Prioritaire）政策の下で地域に対する底上げがなされてきた。植村はこの
ZEP 地域を取り上げ，ライフヒストリーに占める学校経験と進路選択の考察と，現在の ZEP
地区で就学前教育を担う保育学校での教育実践を分析している。1950 年生まれから現在の学齢
期世代までの第二世代のライフヒストリーからは，移民家族の地域社会への定着の歴史や居住
空間，ジェンダー，職業，子育ての担い手という複数の要素が絡み，フランス社会における移
民の位置づけの変化と，多様化の一途をたどるこれらの地区の特性が浮き彫りになる。続く保
育学校での参与観察事例の分析は，学習の「躓き」を早期から解消しようとする教育政策の働
きかけのなかで，教員たちが ZEP 政策を活用しながら，日々の教育実践のなかで複言語使用と
多様な背景をもつ幼児たちの間に基礎的な共通項を創り出していく姿を描いている。 
最後の渋谷の研究ノートでは，フランスのパリ 18 区内グット・ドール地区での，移民第二
世代以降への支援を行っているアソシエーションのアドス（Association pour le Dialogue et 
l’Orientation Scolaire 対話と進路指導のためのアソシエーション）の活動が，移民集住地区に
住む第二世代以降の子供たちに対して果たしている機能について考察している。アドスが位置
するグット・ドール地区は，治安の悪い「危険」な地区として知られてきた。その中でアドス
は，学業支援として子供達の課題を行うサポートをしている。しかし，アドスの目的は学業成
果を求めるだけではなく，居場所作りであり，それが非行防止につながっていることを明らか
にしている。親は，アドスに子供達の学業成績の向上を期待しておらず，そのような世帯にと
って，低価格で子供達の居場所を提供してくれる場の存在は，彼らのニーズに合っていたとい
える。アドスの活動は非行に走らず，フランス社会に触れさせ，社会への適合を最低限のもの
であれもたらすセイフティネットの役割を果たしていることを指摘している。 
以上，ヨーロッパ諸国の移民第二世代の学校適応に関しての論考は，イスラム系団体や地域
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コミュニティ，エスニック・コミュニティが移民第二世代の学校適応に果たす役割や，親や教
師の子どもの教育への態度，イスラムであることやエスニシティ，ジェンダーと学校適応との
結びつきを文化人類学的調査に基づいて明らかにしている。これらは，移民第二世代の社会統
合をめぐって，集団内の差異を含む「スーパー・ダイバーシティ」といわれる状況が生み出さ
れる複雑な局面の一端を浮き彫りにしているといえる。こうした文化人類学的調査の積み重ね
が，移民・難民問題の深刻さを突きつけられているヨーロッパの現状の解明と解決につながる
可能性を，この特集によって示すことができれば幸いである。 
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付      記 
前述のフォーラムでは，以下の報告がなされた（敬称略）。 
石川真作  「ヒズメット運動の思想と教育への取り組み――ドイツでの展開を 
参照として」 
植村清加  「フランスのマグレブ系第二世代の学校経験と変化する学校」 
渋谷  努  「パリの移民地区アソシエーションによるセイフティネット」 
安達智史  「イスラームと教育――イースト・ロンドンの女性たち」 
鈴木規子  「フランスのポルトガル系政治家にみる学校適応と社会的上昇」 
山本須美子 「オランダ文氏宗親会の学業達成賞受賞者にみる学校適応の要因」 
また，コメンテーターとして，丸山英樹（上智大学），佐久間孝正（東京女子大学名誉教授）
が，上記報告に対してコメントした。 
 
 
